
評価
　

児

計画値 0.0 0.0 0

教

.0 0.0 0.0 0.

育

0 0.0 0.0 0.0

の

0.0 0.0

実績値 0

提

.0 0.0 0.0 0.

供

0 0.0 0.0 0.0

主

0.0 0.0 0.0 0

管

.0

基準日（4月1日

部

）時点の保育の待機児

局

童数
算定式、
データの

質

健

出所等

急速な保育需要

康

の拡大に対応するため

未

、公立保育所の整備を

来

行うと同時に、民間保

部

育等施設の誘致・整備

主

計画値、 を進め、保育

管

の受け皿確保に努めま

課

した。また、既存の認

幼

可外保育施設の認可化

児

移行を積極的に支援し

の

教

、
実績値の 保育の質の

育

向上を進めました。
推

保

移に関する 今後も、大

育

府市児童福祉施設等再

課

編計画に基づき、待機

関

児童を出さないよう保

係

育の受け皿を確保して

課

いく
分析と評価 必要が

幼

あります。

児

高

教育保育課

２　施策が

い

目指す大府市の姿
子育

保

て世帯のニーズに対応

育

した多様で質の高い保

・

育・教育が提供されて

幼

おり、保護者、保育・

児

幼児教育事

内容 業者、

結
教

地域、行政が連携して

育

子どもたちの未来を育

の

むまちになっています

提

。

供

３　令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
(1)人

果

件費 1,415,486 0
(2)事業費 2,276,225 245,582
フルコスト（歳出合計） 3,691,711 245,582
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
(1)国庫支出金（国から出たお金

の

） 847,971 36,502
(2)県支出金（愛知県から出たお金） 416,294 27,392
(3)市債（市の借金） 80

１

,000 0
(4)そ

　

の他特定財源（使い途

第

が決まっているお金）

６

208,480 0
 (

公

次

5)一般財源（市税収

大

入など） 723,48

府

0 178,772
 歳

市

入合計 2,276,2

総

25 242,666

合計画にお

表

け

４　「みらいの健

る

康」指標（施策評価指

位

標）
有効性指標１

指標

置

名 「幼児期の保育・教

づ

育の充実に満足してい

け

る」市民の割合 単位 ％

、

現状値 54.3

年度 R

担

 2 R 3 R 4 R 

当

5 R 6 R 7 R 8

課

R 9 R10 R11 R

施

健

12

計画値 56.0 5

康

6.0 58.0 58.

領

0 60.0 60.0 6

域

2.0 62.0 64.

み

0 64.0 65.0

実

ら

績値 62.8 62.8

い

0.0 0.0 0.0 0

の

.0 0.0 0.0 0.

健

0 0.0 0.0

市民意

康

識調査の「幼児期の保

策

政

育・教育の充実」に対

策

する満足度で「満足」

子

又は「おおむね満足」

ど

と答えた
算定式、

市民

も

の割合
データの
出所等

が

大府市児童福祉施設等

輝

再編計画に基づき、公

く

立保育所と私立の保育

ま

施設等のそれぞれの強

ち

みを生かし、質
計画値

名

施

、 の高い持続可能な保

策

育運営に努めました。

質

実績値の
推移に関する

の

分析と評価

有効性指標

高

２

指標名 保育所などの

い

待機児童数 単位 人

現状

保

値 10.0

年度 R 2

育

R 3 R 4 R 5 R

・

 6 R 7 R 8 R 

幼

9 R10 R11 R12



評価
　

R

続
３歳未満児の保育需

1

要が高く、保育ニーズ

2

が多様化しているため

計

、社会福祉法人等に保

画

育の実施を委託す
るこ

値

とで多様な保育ニーズ

0

や増加する３歳未満児

.

の保育需要に対応しま

0

す。

0

質

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

高

0.0 0.0 0.0

実

い

績値 0.0 0.0 0.

保

0 0.0 0.0 0.0

育

0.0 0.0 0.0 0

・

.0 0.0

算定式、
デ

幼

ータの
出所等

計画値、

児

実績値の
推移に関する

結
教

分析と評価

育の提

事務事業名

供

課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

保育所運営事 幼児教育保育 1,254,277 保護者の満足度
妥当性 Ａ業 課 (1,25

果

4,277) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 70.0
単年度実績値 96.9
単年度達成率 138.4%

効率性 Ａ最終目標に 138.4%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
入所枠の拡大や民間保育所の開所に

の

より不足する保育士の確保に努めるとともに、公私立のバランスを考
慮して保育園の適正配置を進める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指

公

標 評価点
（前年度比）

有

給食事業 幼児教育保育

効

372,617 保健所

性

指摘事項の改善割合
妥

指

当性 Ａ課 (372,6

標

17) 指標名

有効性 Ａ

３

単年度計画値 100.

指

0
単年度実績値 -

標

単年度達成率 -
効率性

名

Ａ最終目標に -
対する

表

単

達成率
　事務事業の方

位

向性
Ｂ：現状のまま継

現

続
離乳食対応児や食物

状

アレルギー児の増加・

値

食の多様化・働く保護

0

者の食への関心など、

.

食を取り巻く環境
は大

0

きく変化しています。

年

保育所の給食は自園調

度

理により、調理時間の

施

R

確保ができるため、可

 

能な限り素
材からの調

2

理に心がけ、薄味でも

R

おいしい料理、子ども

 

の状況に配慮した食事

3

の提供に心がけます。

R

また
、保健所の指導に

 

基づき、フードロスや

4

残菜、ＳＤＧｓなど環

R

境に配慮した事業を展

策

 

開していきます。

5 R 

事務

6

事業名 課名 フルコスト

R

最重要指標 評価点
（前

 

年度比）
私立保育園運

7

幼児教育保育 1,03

R

1,641 私立保育園

 

の定員充足率（年次ご

名

8

との平均
妥当性 Ａ営事

R

業 課 (1,031,6

 

41) 指標名 ）

有効性

9

Ａ単年度計画値 75.

R

0
単年度実績値 90.

1

0
単年度達成率 120

0

.0%
効率性 Ａ最終目

R

標に 90.0%
対する

1

達成率
　事務事業の方

1

向性
Ｂ：現状のまま継



評価
　

小

えるよう指導・確認を

規

行っていきます。

模保育事業所の定

質

員充足率（年次ごと
妥

の

当性 Ａ付事業 課 (17

高

0,882) 指標名 の

い

平均）

有効性 Ａ単年度

保

計画値 75.0
単年度

育

実績値 101.3
単年

・

度達成率 135.1%

幼

効率性 Ａ最終目標に 1

児

01.3%
対する達成

結
教

率
　事務事業の方向性

育

Ｂ：現状のまま継続
市

の

民のニーズを把握し、

提

運営方法や定員設定な

供

どを運営法人と協議していく必要があります。

事務事業名 課名 フル

果

コスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

認定こども園 幼児教育保育 526,176 認定こども園（2・3号認定こども）定員充
妥当性 Ａ事業 課 (526,176) 指標名 足率（年次ごとの平均）

有効性 Ａ単年度計画値 75.0

の

単年度実績値 90.6
単年度達成率 120.8%

効率性 Ａ最終目標に 90.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
市民のニーズを把握し、運営方法や定員設定などを運営法人と協議していく必要がありま

公

す。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評

事

価点
（前年度比）

認可

務

外保育施 幼児教育保育

事

41,147 認定保育

業

室等入所児童の延べ数

名

（補助対象
妥当性 Ａ設

表

課

事業 課 (41,147

名

) 指標名 ）

有効性 Ａ単

フ

年度計画値 522.0

ル

単年度実績値 660.

コ

0
単年度達成率 126

ス

.4%
効率性 Ａ最終目

ト

標に 126.4%
対す

最

る達成率
　事務事業の

重

方向性
Ｂ：現状のまま

要

継続
市民が安心して子

施

指

どもを預けられるよう

標

保育の質的向上を目指

評

し、施設への巡回指導

価

を徹底しています。
多

点

様な保育のニーズに対

（

応するため、民間事業

前

者を支援することは市

年

が実施すべき事業です

度

。

比

策

）
地

事務事業名 課名 フル

域

コスト 最重要指標 評価

型

点
（前年度比）

幼稚園

保

事業 幼児教育保育 20

育

9,751 幼稚園在園

給

児を対象とした一時預

幼

かりの延
妥当性 Ａ課 (

児

209,751) 指標

教

名 べ利用人数

有効性 Ａ

名

育

単年度計画値 30,5

保

29.0
単年度実績値

育

9,863.0
単年度

1

達成率 32.3%
効率

7

性 Ａ最終目標に 32.

0

3%
対する達成率

　事

,

務事業の方向性
Ｂ：現

8

状のまま継続
幼児教育

8

・保育の無償化に伴う

2

給付や補助を適正に行



評価
　

備園数
妥当性 Ｂ業 課 (

質

78,438) 指標名

の

有効性 Ａ単年度計画値

高

3.0
単年度実績値 4

い

.0
単年度達成率 13

保

3.3%
効率性 Ａ最終

育

目標に -
対する達成率

・

　事務事業の方向性
Ｂ

幼

：現状のまま継続
限ら

児

れた財源の中で、維持

結
教

管理コストも増加傾向

育

にあるため、計画的な

の

施設整備が必要です。

提供

６　施策の事後評価
待機児童対策、公立・私立の強みを生かした多様な保育サービスの提供、無償化等による保育所等の運営

現状

果

認識 コストなどの課題があります。
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

大府市児童福祉施設等再編計画に基づき、公立・私立のバランスを考慮した施設整備を進め、待機児童を
出さないように適切な保育量を提供すると

の

ともに、それぞれの強みを生かした多様な保育サービスを提供
施策の推進 します。
に向けた 地区ごとに公立拠点園を設けるとともに、地区における保育必要量や施設の経過年数を踏まえ、計画的な
今後の方針 保育所配置を進

公

めます。

事務事業名

表

課名 フルコスト 最重要

施

指標 評価点
（前年度比

策

）
保育所整備事 幼児教

名

育保育 78,438 整



評価
　

ど

0 R11 R12

計画値

も

43.0 43.0 44

の

.5 44.5 46.0

健

46.0 47.5 47

や

.5 49.0 49.0

か

50.0

実績値 47.

な

2 47.2 0.0 0.

成

0 0.0 0.0 0.0

長

0.0 0.0 0.0 0

を

.0

市民意識調査の「

子

喜

子育てについて困った

び

ときに相談できる人・

合

機関の充実」に対する

え

満足度で「満足」又
算

る

定式、
は「おおむね満

環

足」と答えた市民の割

境

合
データの
出所等

新型

づ

コロナウイルス感染症

く

拡大防止に努めながら

り

も、子育てに関する相

ど

主

談の機会や場所の充実

管

を実施して
計画値、 き

部

たことで、目標を達成

局

していると考えられま

健

す。
実績値の

推移に関

康

する
分析と評価

未来部
主

も

管課 子ども未来課
関係

の

課 子ども未来課、学校

健

教育課

２　施策が目指

や

す大府市の姿
地域のつ

か

ながりの中で全ての保

な

護者が安心して子育て

成

ができ、子どもの健や

結
長

かな成長を喜び合える

を

環境が

内容 形成されて

喜

います。

び合

３　令和 

え

3年度　施策フルコス

る

ト（単位：千円）
 歳

環

出（使ったお金） R 

境

3決算 R 4予算
 (

づ

1)人件費 391,2

果
く

45 0
 (2)事業費

り

2,419,525 205,590
 フルコスト（歳出合計） 2,810,770 205,590
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 1,847,80

の

7 29,259
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 42,435 29,259
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 157,876 1,260
 (5)一般財源（市税

公

収入など） 371,407 118,515
 歳入合計 2,419,

１

525 178,293

　第６次大府

４　「みらいの

表

市

健康」指標（施策評価

総

指標）
有効性指標１

指

合

標名 「子どもを産み・

計

育てやすい環境の整備

画

に満足している」市民

に

の割合 単位 ％

現状値 5

お

3.9

年度 R 2 R 

け

3 R 4 R 5 R 6

る

R 7 R 8 R 9 R

位

10 R11 R12

計画

施

置

値 56.0 56.0 5

づ

8.0 58.0 60.

け

0 60.0 62.0 6

、

2.0 64.0 64.

担

0 65.0

実績値 62

当

.9 62.9 0.0 0

課

.0 0.0 0.0 0.

健

0 0.0 0.0 0.0

康

0.0

市民意識調査の

領

「子どもを産み・育て

策

域

やすい環境の整備」に

み

対する満足度で「満足

ら

」又は「おおむね満足

い

算定式、
」と答えた市

の

民の割合
データの
出所

健

等

子育て環境整備のた

康

めの様々な施策を実施

政

してきたことで、目標

策

を達成していると考え

子

られます。
計画値、
実

名

ど

績値の
推移に関する
分

も

析と評価

有効性指標２

が

指標名 「子育てについ

輝

て困ったときに相談で

く

きる人・機関の充実に

ま

満足している」市民の

ち

割 単位 ％

合 現状値 41

施

.0

年度 R 2 R 3

策

R 4 R 5 R 6 R

子

 7 R 8 R 9 R1



評価
　

 

14.0
単年度達成率

5

82.6%
効率性 Ａ最

R

終目標に 82.6%
対

 

する達成率
　事務事業

6

の方向性
Ｂ：現状のま

R

ま継続
保護者自身が対

 

人関係を築きにくかっ

7

たり、臨機応変な子育

R

てが難しい傾向があり

 

ます。保護者や子ども

子

8

の個性に合った関わり

R

を学んでいくことが必

 

要です。

9 R10 R11

ど

R12

計画値 0.0 0

も

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0 0.0 0.0

実

や

績値 0.0 0.0 0.

か

0 0.0 0.0 0.0

な

0.0 0.0 0.0 0

成

.0 0.0

申込み児童

結
長

のうち入所基準を満た

を

した児童（人）－登録

喜

児童（人） ※通年
算

び

定式、
データの
出所等

合

待機児童ゼロを維持し

え

、目標を達成していま

る

す。
計画値、
実績値の

環

推移に関する
分析と評

境

価

づ
果

くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

子ども・子育 子ども未来課 7,296 子ども・子育て会議の開催回数 
妥当性 Ａて支援事業計 (7,296) 指標名

画推進事業

有効性 Ａ単年

の

度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ｂ最終目標に 100.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
計画に定めた各種事業の達成状況について点検・評価を行い、子ども・子

公

育て会議委員から要望や意見を
いただき、本市の子ども・子育て政策に生かすことで、効率的な行政運営を行っていきます。

有

事務事業

効

名 課名 フルコスト 最重

表

性

要指標 評価点
（前年度

指

比）
子育て支援セ 子ど

標

も未来課 31,713

３

子どもステーション利

指

用人数
妥当性 Ａンター

標

事業 (31,713)

名

指標名

有効性 Ｂ単年度

放

計画値 42,000.

課

0
単年度実績値 14,

後

080.0
単年度達成

施

ク

率 33.5%
効率性 Ａ

ラ

最終目標に 33.5%

ブ

対する達成率
　事務事

の

業の方向性
Ｂ：現状の

待

まま継続
継続的に利用

機

される保護者の中には

児

、育児不安やメンタル

童

の問題、子どもの育て

数

にくさ等を抱えている

単

方
も多くいます。気に

策

位

なる親子にはそれぞれ

人

の立場の職員が見守り

現

、必要な声掛け等を行

状

います。新型コロ
ナウ

値

イルス感染防止対策を

0

講じた上で、安心して

.

利用できる環境を用意

0

します。

年度

名

R

事務事業名 課

 

名 フルコスト 最重要指

2

標 評価点
（前年度比）

R

親子育成支援 子ども未

 

来課 17,111 ステ

3

ップアップ教室参加者

R

数
妥当性 Ａ事業 (17

 

,111) 指標名

有効

4

性 Ａ単年度計画値 13

R

8.0
単年度実績値 1



評価
　

1

策を継続し、相談体制

8

を維持させています。

,272 相談件数

子

（延べ）
妥当性 Ｂ室事

ど

業 (18,272) 指

も

標名

有効性 Ａ単年度計

の

画値 3,500.0
単

健

年度実績値 3,552

や

.0
単年度達成率 10

か

1.5%
効率性 Ａ最終

な

目標に 101.5%
対

成

する達成率
　事務事業

結
長

の方向性
Ｂ：現状のま

を

ま継続
平成２９年の児

喜

童福祉法の改正に伴い

び

、令和２年度に設置し

合

た子ども家庭総合支援

え

拠点の運営、厚生労働

る

省の情報共有システム

環

の運用、里親制度の周

境

知等に引き続き取り組

づ

み、こども家庭センタ

果
く

ー設置の検討を
行うな

り

どして、児童虐待の未然防止を図ります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

一時預かり事 幼児教育保育 56,

の

876 一時的保育利用者数
妥当性 Ａ業 課 (56,876) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 6,000.0
単年度実績値 4,380.0
単年度達成率 73.0%

効率性 Ａ最終目標に 73.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ

公

：拡大
保育園在園児以外の方を受けることのできる緊急保育やリフレッシュ保育などを充実させることで、保護
者の様々な保育ニーズに対応していきます。

表

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点

事

（前年度比）
病児保育

務

事業 幼児教育保育 9,

事

279 利用人数
妥当性

業

Ａ課 (9,279) 指

名

標名

有効性 Ｂ単年度計

課

画値 450.0
単年度

名

実績値 230.0
単年

フ

度達成率 51.1%
効

施

ル

率性 Ａ最終目標に 51

コ

.1%
対する達成率

　

ス

事務事業の方向性
Ｂ：

ト

現状のまま継続
安心し

最

て子育てができるよう

重

、各施設において受け

要

入れ体制を整え、派遣

指

型病児保育サービスを

標

充実させ
ることで保護

評

者の保育ニーズに対応

策

価

していきます。

点
（前

事務事

年

業名 課名 フルコスト 最

度

重要指標 評価点
（前年

比

度比）
母子保健指導 健

）

康増進課 162,41

家

7 こんにちは赤ちゃん

庭

訪問実施率
妥当性 Ａ事

名

児

業 (162,417)

童

指標名

有効性 Ａ単年度

相

計画値 94.0
単年度

談

実績値 90.6
単年度

子

達成率 96.4%
効率

ど

性 Ｂ最終目標に 95.

も

4%
対する達成率

　事

未

務事業の方向性
Ｂ：現

来

状のまま継続
新型コロ

課

ナウイルス感染症の対



評価
　

1

るサービスを引き続き

1

効率的
に提供していき

,

ます。

695 整備施設

子

数
妥当性 Ａ整備事業 課

ど

(11,695) 指標

も

名

有効性 Ａ単年度計画

の

値 2.0
単年度実績値

健

3.0
単年度達成率 1

や

50.0%
効率性 Ａ最

か

終目標に -
対する達成

な

率
　事務事業の方向性

成

Ｂ：現状のまま継続
維

結
長

持管理コストが増加傾

を

向にあるため、限られ

喜

た財源の中で計画的な

び

施設整備を進めていく

合

必要がありま
す。

える環

事務

境

事業名 課名 フルコスト

づ

最重要指標 評価点
（前

果
く

年度比）
児童センター

り

子ども未来課 25,979 児童老人福祉センター等運営委員会の開催
妥当性 Ｂ統括事業 (25,979) 指標名 回数 

有効性 Ａ単年度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 100.0%

効率性

の

Ａ最終目標に 100.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
アフターコロナ、新たな生活様式を見据え、安心、安全に事業を実施することで、今後も児童健全育成、
子育て支援、高齢者の憩の場の拠点と

公

しての運営に努めます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

吉田児童老人 子ども未来課 21,138 年間利用人数
妥当性 Ｂ福祉センタ

表

ー (21,138) 指標名
事業

有効性 Ｂ単年

事

度計画値 18,900

務

.0
単年度実績値 13

事

,071.0
単年度達

業

成率 69.2%
効率性

名

Ｂ最終目標に 69.2

課

%
対する達成率

　事務

名

事業の方向性
Ｂ：現状

フ

のまま継続
新型コロナ

施

ル

ウイルス感染症拡大防

コ

止対策を行い、計画的

ス

に事業を実施し、今後

ト

も児童健全育成、子育

最

て支
援拠点、高齢者の

重

憩いの場としての運営

要

に努めます。

指標 評

事務事業

策

価

名 課名 フルコスト 最重

点

要指標 評価点
（前年度

（

比）
児童センター 子ど

前

も未来課 51,072

年

年間利用人数（神田児

度

童老人福祉センター
妥

比

当性 Ｂ指定管理事業 (

）

51,072) 指標名

児

北崎分館）

有効性 Ｂ単

童

年度計画値 26,60

名

セ

0.0
単年度実績値 1

ン

0,487.0
単年度

タ

達成率 39.4%
効率

ー

性 Ｂ最終目標に 39.

幼

4%
対する達成率

　事

児

務事業の方向性
Ｂ：現

教

状のまま継続
指定管理

育

者制度を有効に活用し

保

、民間のノウハウや人

育

材を生かした、魅力あ



評価
　

8

コロナウイルス感染症

,

が子育て世帯に及ぼす

3

影響を引き続き把握す

3

るとともに、国県の動

0

向を注視し
ていきます

会

。

員数
妥当

子

性 Ｂ事業 (8,330

ど

) 指標名

有効性 Ｂ単年

も

度計画値 3,310.

の

0
単年度実績値 2,8

健

93.0
単年度達成率

や

87.4%
効率性 Ｂ最

か

終目標に 85.1%
対

な

する達成率
　事務事業

成

の方向性
Ｂ：現状のま

結
長

ま継続
児童（老人福祉

を

）センターによる子ど

喜

も会支援を推進すると

び

ともに、社会福祉協議

合

会とも連携協力し、子

え

ども会活動の支援を行

る

っていきます。

環境づ

事務事

果
く

業名 課名 フルコスト 最

り

重要指標 評価点
（前年度比）

放課後児童健 学校教育課 327,261 放課後クラブの待機児童数
妥当性 Ａ全育成事業 (327,261) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 0.0
単年度実績値 0.0
単年度達

の

成率
効率性 Ｂ最終目標に

対する達成率
　事務事業の方向性
Ａ：拡大
入所児童増加に伴う待機児童の解消や指導員確保や労務管理等の事務負担の増加により民間運営委託を導
入する自治体が増えています。本市においても

公

、育成の質の向上、人材の確保等のため、民間運営委託の
拡大を検討する必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

父子・

表

母子寡 子ども未来課 6,461 父子・母子自

事

立支援員による相談件

務

数
妥当性 Ａ婦福祉推進

事

事 (6,461) 指標

業

名
業

有効性 Ａ単年度計

名

画値 230.0
単年度

課

実績値 230.0
単年

名

度達成率 100.0%

フ

効率性 Ｂ最終目標に 1

施

ル

00.0%
対する達成

コ

率
　事務事業の方向性

ス

Ａ：拡大
父子・母子自

ト

立支援員による相談支

最

援やひとり親家庭自立

重

支援給付金等の国の制

要

度を活用した支援を引

指

き
続き実施するととも

標

に、更なる支援につい

評

て検討していきます。

策

価点
（前

事務事業名 課名 フルコ

年

スト 最重要指標 評価点

度

（前年度比）
子育て世

比

帯等 子ども未来課 1,

）

802,481 子育て

子

世帯への臨時特別給付

ど

金支給件数（
妥当性 Ｂ

名

も

臨時特別支援 (1,8

会

02,481) 指標名

育

児童数）
事業

有効性 Ｂ

成

単年度計画値 15,6

子

00.0
単年度実績値

ど

15,142.0
単年

も

度達成率 97.1%
効

未

率性 Ａ最終目標に -
対

来

する達成率
　事務事業

課

の方向性
Ａ：拡大
新型

100.0%

100.0%



評価
　

68,694 ひとり親

子

世帯への支給件数（児

ど

童数）
妥当性 Ｂ活支援

も

特別給 (68,694

の

) 指標名
付金給付事業

健

有効性 Ａ単年度計画値

や

700.0
単年度実績

か

値 621.0
単年度達

な

成率 88.7%
効率性

成

Ａ最終目標に -
対する

結
長

達成率
　事務事業の方

を

向性
Ａ：拡大
新型コロ

喜

ナウイルス感染症が低

び

所得の子育て世帯に及

合

ぼす影響を引き続き把

え

握するとともに、国県

る

の動向
を注視していき

環

ます。

境

６　施策の

づ

事後評価
新型コロナウ

果
く

イルス感染症の影響が

り

いまだ続いていますが、子育て施設運営については、充分な感染対策
現状認識 を施し運営しています。しかし、施設の利用制限や活動制限は、子育て世帯に大きな影響を与えています
（施策を 。また、

の

経済面での影響も大きく、ひとり親世帯や低所得世帯への影響は特に大きいといえます。また、
とりまく状況 家族形態や社会構造の変化を認識し、それぞれの家庭に応じ、引き続き安心安全に子どもを産み育てられ
の変化や

公

課題 る環境づくりが望まれています。
等）

今後も新型コロナウイルス感染症に充分な対策を行いながらも、活動内容に工夫を凝らして事業等を実施
していく必要があります。また、困窮家庭やひとり親家庭等支援を必要とす

表

る家庭をはじめ子育て世帯全
施策の推進 体の

事

ニーズの把握に努め、

務

施設や相談体制の充実

事

などにより、必要なサ

業

ービスを提供していく

名

必要があり
に向けた ま

課

す。
今後の方針

名 フ

施

ルコスト 最重要指標 評

策

価点
（前年度比）

子育

名

て世帯生 子ども未来課



評価
　

心

.5 3.3 3.0 2.

身

8 2.5 2.4

実績値

と

4.1 4.6 0.0 0

も

.0 0.0 0.0 0.

に

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0

小学校及び中学

康

校における不登校児童

で

生徒の割合
算定式、
デ

知

ータの
出所等

スクール

恵

カウンセラー等の専門

心

と

人材の活用等により、

愛

数値が好転していると

を

考えられます。
計画値

持

、
実績値の

推移に関す

つ

る
分析と評価

児童生徒の

身

育成
主管部局 教育委員

と

会
主管課 学校教育課
関

も

係課 学校教育課

２　施

に

策が目指す大府市の姿

健

小中学校において、Ｉ

康

ＣＴ機器の活用や特別

で

な配慮を必要とする児

知

童生徒に対するケアな

結
恵

ど、時代に即し

内容 た

と

教育環境が適切に整備

愛

され、児童生徒一人ひ

を

とりの個性や能力を十

持

分に伸ばすことができ

つ

るまちになっ
ています

児

。

童生

３　令和 3年度

徒

　施策フルコスト（単

果
の

位：千円）
 歳出（使

育

ったお金） R 3決算

成

R 4予算
 (1)人件費 214,373 0
 (2)事業費 1,934,669 717,512
 フルコスト（歳出合計） 2,149,042 717,512
 歳入（お金の出所

の

） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 40,535 20,794
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 4,939 3,000
 (3)市債（市の借金） 60,000 0
 (4)その他特定財源

公

（使い途が決まっているお金） 584,860 113,336
 (5)一般財源（市税収

１

入など） 1,244,

　

335 567,534

第

 歳入合計 1,934

６

,669 704,66

次

4

大

表

府市総合

４　「みらい

計

の健康」指標（施策評

画

価指標）
有効性指標１

に

指標名 学校評価で「授

お

業がわかる」と答えた

け

児童生徒の割合 単位 ％

る

現状値 86.6

年度 R

施

位

 2 R 3 R 4 R 

置

5 R 6 R 7 R 8

づ

R 9 R10 R11 R

け

12

計画値 87.0 8

、

7.0 87.0 88.

担

0 88.0 88.0 8

当

9.0 89.0 89.

課

0 90.0 90.0

実

健

績値 84.4 89.5

康

0.0 0.0 0.0 0

策

領

.0 0.0 0.0 0.

域

0 0.0 0.0

学校評

み

価で「授業がわかる」

ら

と答えた児童生徒の割

い

合
算定式、
データの
出

の

所等

タブレットの自宅

健

持ち帰りを開始し、児

康

童生徒が学習に励むこ

政

とのできる環境を整え

策

ました。
計画値、
実績

名

子

値の
推移に関する
分析

ど

と評価

有効性指標２

指

も

標名 不登校児童生徒の

が

割合（中学校） 単位 ％

輝

現状値 5.0

年度 R 

く

2 R 3 R 4 R 5

ま

R 6 R 7 R 8 R

ち

 9 R10 R11 R1

施

2

計画値 4.8 4.5

策

4.3 4.0 3.8 3



評価
　

6

施策を見極め、必要に

.

応じて拡充や縮小を検

0

討します。

年度 R 2 R 

心

3 R 4 R 5 R 6

身

R 7 R 8 R 9 R

と

10 R11 R12

計画

も

値 67.0 68.0 6

に

9.0 70.0 71.

健

0 72.0 73.0 7

康

4.0 75.0 75.

で

0 75.0

実績値 0.

知

0 48.8 0.0 0.

結
恵

0 0.0 0.0 0.0

と

0.0 0.0 0.0 0

愛

.0

学校評価で「年１

を

回以上ボランティア活

持

動をした」と答えた生

つ

徒の割合
算定式、
デー

児

タの
出所等

目標値に達

童

しなかった要因の一つ

生

として、昨年度に引き

徒

続き、新型コロナウイ

果
の

ルス感染症の影響で地

育

域行
計画値、 事が中止

成

となり、参加する機会が少なかったことが挙げられます。
実績値の ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で計測できませんでした。

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

学校総務管理 学校教育課 37,898 きらきらチャレンジの参加率（小学校）
妥当性 Ａ事業 (37,898

公

) 指標名

有効性 Ｂ単年度計画値 90.0
単年度実績値 67.3
単年度達成率 74.8%

効率性 Ｂ最終目標に 74.8%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
事業内容や金額の妥当性を検

有

討し、予算化を図りま

表

効

す。

性指標

事務事業名 課名 フ

３

ルコスト 最重要指標 評

指

価点
（前年度比）

小学

標

校運営事 学校教育課 4

名

40,383 教育用タ

中

ブレット１台当たりの

学

児童数
妥当性 Ａ業 (4

施

生

40,383) 指標名

で

有効性 Ａ単年度計画値

年

1.5
単年度実績値 1

１

.4
単年度達成率 10

回

7.1%
効率性 Ａ最終

以

目標に 71.4%
対す

上

る達成率
　事務事業の

ボ

方向性
Ｂ：現状のまま

ラ

継続
時々の必要な施策

ン

を見極め、必要に応じ

策

テ

て拡充や縮小を検討し

ィ

ます。

ア活動

事務事業名 課名

を

フルコスト 最重要指標

し

評価点
（前年度比）

中

た

学校運営事 学校教育課

生

218,222 教育用

徒

タブレット１台当たり

名

の

の生徒数
妥当性 Ａ業 (

割

218,222) 指標

合

名

有効性 Ａ単年度計画

単

値 1.0
単年度実績値

位

1.0
単年度達成率 1

％

00.0%
効率性 Ａ最

現

終目標に 100.0%

状

対する達成率
　事務事

値

業の方向性
Ｂ：現状の

6

まま継続
時々の必要な



評価
　

59,069 公費負担

心

の補助教材等
妥当性 Ａ

身

興事業 (59,069

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 11.0
単年

に

度実績値 11.0
単年

健

度達成率 100.0%

康

効率性 Ａ最終目標に 1

で

10.0%
対する達成

知

率
　事務事業の方向性

結
恵

Ｂ：現状のまま継続
負

と

担軽減策について必要

愛

に応じて拡充や縮小を

を

検討します。

持つ児

事務事業

童

名 課名 フルコスト 最重

生

要指標 評価点
（前年度

徒

比）
中学校教育振 学校

果
の

教育課 57,566 公

育

費負担の補助教材等
妥

成

当性 Ａ興事業 (57,566) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 13.0
単年度実績値 13.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ａ最終目標に 162.5%
対する達成率

　事務事業の

の

方向性
Ｂ：現状のまま継続
負担軽減策について必要に応じて拡充や縮小を検討します。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

児童生徒指

公

導 学校教育課 112,668 通級指導教室の設置校数
妥当性 Ａ推進事業 (112,668) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 6.0
単年度実績値 6.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ａ最終目標に 66.7%
対する達成率

　事

表

務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
重度障がいのある児童生徒が市

事

立小中学校への通学を

務

選択する事例や、特別

事

支援学級相当の児童生

業

徒が普
通学級への在籍

名

を選択する事例が増え

課

ていること、また、医

名

療的ケア児法への対応

施

フ

など、学校現場の状況

ル

が大きく変化しており

コ

、今後も事業の更なる

ス

充実に努めます。

ト 最重

事務

要

事業名 課名 フルコスト

指

最重要指標 評価点
（前

標

年度比）
学校給食運営

策

評

学校教育課 509,6

価

43 残食率（小学校）

点

妥当性 Ａ事業 (509

（

,643) 指標名

有効

前

性 Ａ単年度計画値 0.

年

5
単年度実績値 0.6

度

単年度達成率 120.

比

0%
効率性 Ａ最終目標

）

に 120.0%
対する

小

達成率
　事務事業の方

名

学

向性
Ｂ：現状のまま継

校

続
引き続き、安心安全

教

な給食を安定的に提供

育

します。

振 学校教育課



評価
　

43,530 健康診断

心

受診率（児童生徒）
妥

身

当性 Ａ(43,530

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 100.0
単

に

年度実績値 99.2
単

健

年度達成率 99.2%

康

効率性 Ａ最終目標に 9

で

9.2%
対する達成率

知

　事務事業の方向性
Ｂ

結
恵

：現状のまま継続
新型

と

コロナウイルス感染症

愛

など新たな課題への対

を

応を適切に行います。

持つ児童

事務事業名 課名 フルコ

生

スト 最重要指標 評価点

徒

（前年度比）
小学校施

果
の

設整 学校教育課 459

育

,791 工事件数
妥当

成

性 Ａ備管理事業 (459,791) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 12.0
単年度実績値 19.0
単年度達成率 158.3%

効率性 Ａ最終目標に 158.3%
対する達成率

　事務事

の

業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
学校施設を取り巻く状況、児童生徒数の推移及び学校施設の状態を分析し、トータルコストの縮減を図り
、可能な限り学校施設を長く使い続けられる整備（長寿命化）に努めていきます。

公

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

中学校施設整 学校教育課 249,908 工事件数
妥当性 Ａ備管理事業 (249,908) 指標名

有効性

表

Ａ単年度計画値 6.0
単年度実績値 8.0
単年度達成率 133.3

事

%
効率性 Ａ最終目標に

務

133.3%
対する達

事

成率
　事務事業の方向

業

性
Ｂ：現状のまま継続

名

学校施設を取り巻く状

課

況、児童生徒数の推移

名

及び学校施設の状態を

施

フ

分析し、トータルコス

ル

トの縮減を図り
、可能

コ

な限り学校施設を長く

ス

使い続けられる整備（

ト

長寿命化）に努めてい

最

きます。

重要指

事務事業名 課

標

名 フルコスト 最重要指

策

評

標 評価点
（前年度比）

価

大府市奨学金 学校教育

点

課 5,625 奨学金基

（

金の年度末残高
妥当性

前

Ａ支給事業 (5,62

年

5) 指標名

有効性 Ｂ単

度

年度計画値 50,80

比

0.0
単年度実績値 4

）

4,188.0
単年度

学

達成率 87.0%
効率

名

校

性 Ａ最終目標に 110

保

.5%
対する達成率

　

健

事務事業の方向性
Ｂ：

事

現状のまま継続
寄附金

業

をいただけるよう、方

学

策を検討する必要があ

校

ります。

教育課



評価
　

状認識
（施策を

とりま

心

く状況
の変化や課題

等

身

）

状況に応じて適切な

と

教育活動が行えるよう

も

必要な施策を推進しま

に

す。

施策の推進
に向け

健

た
今後の方針

康で知
結

恵と愛を持つ児童生徒
果

の育成
の

６　施策の

公

事後評価
新型コロナウ

表

イルス感染症の対応の

施

長期化により、学校及

策

び教育環境は大きく様

名

変わりしています。
現




